静岡県定期報告済証交付制度取扱要領
（目的）
第1条 本制度は建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第12条第1項及び第３項の規定に基づき、定期報告が必要となる建築物、建築設備（昇降機等を除く）及び防火設備（以下「特殊建築物等」という。）の所有者（所有者と管理者が異なる場合は管理者。以下「管理者等」という。）に対し、「定期調査報告済証」又は「定期検査報告済証」（以下「報告済証」という。）を交付し、報告済証を当該施設に表示することにより、特殊建築物等の適正な維持保全の必要性に関する意識の向上を図ると共に、県民の定期報告制度の理解を高めることを目的とする。

（報告済証の交付対象施設）

第2条 報告済証は、原則として定期報告が行われた全ての施設に対し交付する。ただし、提出された報告書の内容が事実と相違する等により受理できない場合は交付しない。　　
（報告済証のデザイン）

第３条　　報告済証の様式は別記1のとおりとする。

（マークの商標権）
第４条　　報告済証に使用する特殊建築物用及び防火設備用のマークは（一財）日本建築防災協会、建築設備用のマークは（一財）日本建築設備・昇降機センターが各々に商標権を持ち、これらのマークの使用にあたっては、当該一般財団法人の指示に従う。
（報告済証交付の方法）

第５条　　報告済証は定期報告書の内容を確認後、副本を返却する時に別記2とともに交付する。
（報告済証交付費用）

第6条 　報告済証の交付は無償で行うものとする。
（報告済証の施設への表示）

第7条 　静岡県は、交付した報告済証を対象施設の見やすい場所に表示することを推奨する。
（報告済証の有効期間）

第8条 　報告済証の有効期間は、報告済証に記載した次回報告期間の末日までとする。

（交付の取消し）

第9条 　静岡県は、報告済証の交付を受けた者が、次のいずれかに該当する場合には、その交付を取り消すことができる。

(1) 定期報告の報告者が交付の取消しを申し出たとき。

(2) 偽り及びその他不正な手段により報告済証の交付を受けたことが判明したとき。

(3) 正当な理由無く法第１２条第５項の報告又は同条第６項の立入りを拒否した場合。

(4) その他、本制度の運用にあたって不誠実な行為を行った場合。

附則

１
本要領は、令和　２年　８月　１日から施行する。
別記１　
報告済証の様式は次のとおりとする。　大きさは縦126㎜×横88㎜程度とする。
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